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令和７年度静岡県生活困窮者等就労準備支援事業（合宿型） 委託業務仕様書

１ 事業の目的

生活リズムが崩れている等の理由により就労の準備が整っていない生活保

護受給者及び生活困窮者（以下「生活困窮者等」という。）に対し、就労に向

けた準備としての基礎能力の形成を行い、就労による自立の促進を図る。

２ 業務概要

(1) 業 務 名 静岡県生活困窮者等就労準備支援事業（合宿型）委託業務

(2) 業 務 内 容 生活困窮者等に対し、合宿型の集団生活訓練及び就労体験

を活用し、就労に向けた基礎能力の形成を行う。

(3) 事 業 期 間 契約締結日から令和８年３月 23 日まで

３ 就労準備支援事業について

(1) 対象者

就労準備支援事業（以下「本事業」という｡)における支援の対象者は、

郡部又は本事業を実施していない市（焼津市、掛川市、袋井市、下田市及

び御前崎市。以下「未実施自治体」という｡)の生活保護受給者又は生活困

窮者自立支援法に基づく支援対象者で事業利用についての支援決定を受け

た者（以下「生活困窮者」という｡)（以下、生活保護受給者及び生活困窮

者を「生活困窮者等」という｡)とし、原則として、長期間無業状態にある

等により就労経験に乏しく、直ちに求職活動を行うことが困難であり、就

労意欲の喚起や一般就労に向けた基礎能力の形成に関する支援を必要とす

る者で、本事業への参加意思がある者とする。

(2) 業務内容

郡部又は未実施自治体に居住する生活困窮者等であって、本事業への参加

の同意が得られた者（以下「参加者」という。）に対して、原則以下の①及

び②の事業を行う。②の事業は、①の事業が修了した者に対して実施するも

のとするが、②の事業から参加する者を拒むものではない。

また、新型コロナウイルス感染症などの感染が拡大し、合宿型での実施が

困難になることも想定されるため、①、②と同等の訓練内容が提供可能な宿

泊を伴わない事業内容も想定すること。

① 合宿型の集団生活訓練

区 分 内 容

実施日数 ４泊５日以内

宿 泊 共同生活が可能な宿泊施設内で宿泊

食 事 合宿中は食事を提供

場 所 宿泊可能な施設（共同生活ができる施設とすること。）
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② 認定就労訓練事業者等を活用した就労体験

(3) 本事業の実施に向けた未実施自治体への支援活動

ア 生活困窮者向けの合同相談会の開催

本事業の利用者の増加を促すことを目的とし、月に１回程度、未実施自

治体の自立相談支援機関等と連携し、生活困窮者向けの合同相談会を実施

する。

イ 周知・広報

未実施自治体の生活困窮者及び関係機関等に対し、本事業の周知・広報

を行う。生活困窮者に対しては、自ら相談に訪れることが困難な者もいる

ことから、訪問支援などアウトリーチも含めた対応に努めること。

また、未実施自治体の自立相談支援機関等の関係機関に対しても、積極

的に本事業の事業説明の機会を設けるなど、周知・広報に努めること。

ウ 未実施自治体との情報交換会の開催

未実施自治体の担当者に対して、事業の実施内容や支援のノウハウを共

有する場を設け、本事業終了後における事業の継続を支援する。

交 通 費
集合場所までの交通費は参加者の負担とする。

その他は、受託者の負担とする。

内 容

以下の事項を改善できる内容とすること。

・合宿による生活習慣の改善

・共同生活による人間関係の改善

区 分 内 容

実施日数

４泊５日以内（通所又はホテル等に宿泊）

※通所の場合は、半年程度に渡って就労体験を行っ

ても構わない。この場合の実施日数は、就労体験期

間中に５日程度とする。なお、この日数を上回って

も構わない。

交 通 費
集合場所までの交通費は参加者の負担とする。

その他は、受託者の負担とする。

食 事 参加者の自己負担とする。

賃 金 認定就労訓練事業所等の規程による。

場 所

県内の認定就労訓練事業所（就労体験開始時までに

就労訓練事業の認定を受ける事業所を含む。）の活用

に務めること。また、農業就労訓練の活用も検討す

ること。

内 容

以下の事項を改善できる内容とすること。

・就労体験による就労意欲の向上

・身だしなみ、ビジネスマナーの修得

・社会とのつながりの回復
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(4) 参加者の定員

上記(2)①及び②を一体として１回とみなし、各回において、賀茂・東部・

中部健康福祉センター（以下「各センター」という。）合わせて、生活保護

受給者３人程度、生活困窮者２人程度とする。未実施自治体については、

生活保護受給者２人程度、生活困窮者１人程度とする。ただし、本事業へ

の参加意思がある者の状況を勘案し、各センター、未実施自治体との間で、

又は生活保護受給者と生活困窮者との間で、人数の配分を調整することが

できる。

(5) 実施回数

契約期間中に最低２回以上実施すること。

(6) 本事業への参加者の募集

(7) 支援員等の配置

合宿型の集団生活訓練の実施期間中は、常勤換算方法で２人以上（うち１

人は常勤）の就労準備支援担当者を配置すること。

なお、参加者の状況は様々であり、支援方法も多岐にわたることが想定さ

れることから、キャリアコンサルタント、産業カウンセラー等の資格を有す

る者や、就労支援業務の経験者、国が実施する就労準備支援事業従事者養成

研修を受講済みである等、支援を適切に行うことが期待できる人材を配置す

ること。

(8) 報告等

合宿型の集団生活訓練及び就労体験が終了した都度、事業の実施状況及び

参加者の変化について、県が指定した方法により県に報告すること。

(9) 各センター、未実施自治体及び自立相談支援機関との連携

ア 各回の事業開始前、事業効果が高まるよう、各センター、未実施自治

体及び自立相談支援機関から適切に参加者の情報を引き継ぐこと。

イ 各回の事業終了後、適切に各センター、未実施自治体及び自立相談支

援機関に引き継ぐこと。

ウ 各回の事業終了後、必要に応じ参加者の就労支援に関するフォローア

生活困窮者 生活保護受給者

各センター

（★未実施自治体）

県（★未実施自治体）が委託

している自立相談支援機関が、

生活困窮者の中から本事業に

よる支援が必要と判断した者

に対して、事業内容の説明を行

い、参加を呼び掛ける。

各センター（★未実施自治

体）が生活保護受給者の中か

ら本事業による支援が必要と

判断した者に対して、事業内

容の説明を行い、参加を呼び

掛ける。
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ップを行うこと。

(10) 県が実施する研修等への協力

県が市町等に対して実施する、就労支援等に関する研修について、就労準

備支援事業の成果等についての講演の依頼があった場合、可能な範囲で協力

をすること。

４ 業務の適正な実施等に関する事項

(1) 再委託

受託事業者は、本委託業務の全部又は一部を第三者に請け負わせ、若しく

は委任してはならない。

ただし、あらかじめ書面により県の承認を得た場合には、当該業務の一部

を第三者に請け負わせ、又は委任することができる。

(2) 個人情報の保護

個人情報の保護及び漏えい防止の徹底を図る。契約締結の際は、個人情報

取扱責任者及び本委託業務の従事者を報告し、本委託業務に係る個人情報取

扱者を明確にすること。なお、個人情報は紛失等が生じないよう厳重に金庫、

書庫等に保管する。

(3) 安全衛生管理

事業を実施する際には、労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）等の規定を

遵守し、安全衛生面での配慮を行うこと。

また、合宿型の集団生活訓練や就労訓練を行う際には、傷害責任保険への

加入、その他、災害補償のための措置を適切に行うこと。

５ 対象経費

(1) 対象経費の種類

対象経費は、次のとおりとする。

給料、職員手当等、共済費、報酬、報償費、旅費、賃金、需用費（消耗品

費、燃料費、印刷製本費、光熱水費、修繕料）、会議費、役務費（通信運搬

費、手数料、保険料）、委託料、使用料及び賃借料、負担金

(2) 対象経費の取扱い

対象経費の取扱いは、次のとおりとする。

ア 個人への現金給付や現物給付又は個人負担を直接に軽減するもの（個人

の資格取得等に必要な費用等）は対象外とする。

イ 就労準備支援事業に従事する者の人材養成の取組のうち、事業者が事業

所内で実施する勉強会や事例検討会等に必要な経費は対象とする。

ウ 生活困窮者自立支援制度従事者養成研修（厚生労働省が行う前期研修及

び県が行う後期研修のどちらも含む。）参加のために必要な旅費は対象と

する。

エ 本事業を通じた就労体験等において、利用者が怪我をした場合又は事業

者が損害賠償責任を負った場合等の補償に関する保険の加入費用は対象
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とする。

オ 工賃や交通費など本人に対する手当は事業費から支出しないこと。

カ 就労体験先への報償費は対象とするが、その額は、適正なものとするこ

と。

６ その他

この仕様書に定めるもののほか、業務の実施に関して必要な事項は、県と

協議の上決定する。


